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１ 横浜市の概要
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人口︓ 3,772,190 人

世帯数︓1,815,909 世帯

面積︓ 438.01 ㎢

※ 人口・世帯数：令和６年７月１日現在

出典：横浜市都市計画マスタープラン（全体構想)

脱炭素予算を前年度から 大幅に拡充

(令和５ 年度 45.5億円)

令和６ 年度︓ 80.8 億円（ R5補正含む）

都心部（みなとみらい）

郊外部（上郷ネオポリス）

郊外部（舞岡ふるさと村）

横浜市栄区上郷ネオポリス（撮影：２０２０年２月）



２ 横浜市の目標・方向性
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３ 横浜市域の温室効果ガス排出状況
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・ 2022年度の横浜市域の温室効果ガス 排出量（ 速報値） は、 1,641万ト ン-CO₂
・ 前年度（ 2021年度） 比は、 約4.3％の減少、 2013年度比では、 約24％の減少
・ 部門別の排出割合では、 家庭部門と エネルギー転換部門の割合が大き い
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市域の温室効果ガス排出量の推移

部門別CO2排出量の割合
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出典：クリーンエネルギー戦略中間整理

（経済産業省産業技術局・資源エネルギー庁）

＜横浜市のGHG排出量内訳（2021年度）＞ ＜日本のGHG排出量内訳（2017年度）＞

・ 大規模排出事業者※は、 市域全体の排出量の４ 2%

・ 中小企業等は市域全体の排出量の４ ～18％

４ 事業者等の温室効果ガス排出量

※横浜市地球温暖化対策計画書制度の対象事業者
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市民・事業者の行動変容

省エネ・再エネ住宅の推進

省エネ住宅住替え補助の実施

コンソーシアムによる普及啓発の推進 など

市内中小企業等の脱炭素経営支援の充実

「脱炭素化取組宣言制度」の創設

ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙに資する設備投資への補助・融資

Y-SDGｓ認証制度の運用 など

EV等の次世代自動車の普及拡大

EV・FCVの普及拡大、公道でのEV用充電器の設置 など

プラ スチックごみの分別・リ サイク ル拡大

プラ製品も対象とする分別・リサイクルを、10月から先行実施 など

５ 脱炭素社会の実現に向けた横浜市の主な取組

6 -6

6 -7

省エネ家電の買い換え促進

エコハマ(横浜市エコ家電応援キャンペーン)の実施 6 -5

公共施設の脱炭素化の加速

PPAを活用した太陽光発電設備の設置加速

LEDの導入加速

公用車への次世代自動車等の率先導入 など

脱炭素イノ ベーショ ン 市役所の率先行動

企業等と 連携した臨海部およ び都心部の脱炭素化の加速

みなとみらい21地区 脱炭素先行地域の脱炭素化加速

再生可能エネルギーに関する広域連携

カーボンニュートラルポートの形成に向けた取組

メタネーションの実証実験

次世代型太陽電池の活用推進 など

6 -1

6 -２

6 -4

6 -3



６‐１ みなと みら い2 1地区 脱炭素先行地域の脱炭素化加速
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・ みなと みら い21地区における 「 2030年度の電力消費に伴う CO2排出実質ゼロ 」 の実現に
向けて公民連携の取組を推進（ 41施設が参画）



６-２ 再生可能エネルギーに関する 広域連携
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・ 「 地域循環共生圏」 の考え方に基づき 、 再エネ資源を豊富に有する １ ６ 自治体と 連携協定
を締結し 、 市内事業者等の実質再エネ電気の活用促進や住民の交流等を実施

市役所での連携自治体との物産展 みなとみらいのライトアップイベント

＜連携自治体＞
・ 青森県横浜町、 岩手県県北広域振興局対象自治体等 （ 久慈市、 二戸市、

葛巻町、 普代村、 軽米町、 野田村、 九戸村、 洋野町、 一戸町） 、 秋田県
湯沢市・ 八峰町・ 大潟村、 福島県会津若松市・ 郡山市、 茨城県神栖市

＜連携項目＞
・ 再エネの創出・ 導入・ 利用拡大に関する こ と
・ 脱炭素化の推進を通じ た住民・ 地域企業主体の相互の地域活力の創出
・ 再エネ及び地域循環共生圏の構築に係る 国等への施策提言に関する こ と



６-３ カーボンニュート ラ ルポート の形成に向けた取組
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・ 船舶燃料と し てのグリ ーンメ タ ノ ール利用の実現（ メ タ ノ ールバンカリ ング） に向けた検討
・ 今後策定する 横浜港港湾脱炭素化推進計画に基づく 金融フ レ ームワ ーク の作成（ サス テナブ

ルフ ァ イ ナンス ） の検討

横浜港における
メ タノール燃料
コンテナ船の

命名式
（2 0 2 4 .4 .4 ）

横浜港における
メ タノール利用
促進についての

覚書締結式
( 2 0 2 3 .12 .2 7 )

中堅中小企業へのト ラ ンジショ ン・ファイナンスの普及
（第10 回ト ラ ンジショ ン・ファイナンス環境整備検討会で本市事例紹介 ）

第三者評価機関



６-４ 公共施設の脱炭素化の加速
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・ 設置可能な公共施設への太陽光発電について、 当初の目標値（ 2040年） を５ 年前倒し し 、
従来の２ 倍のペース でPPAを 積極的に活用し 、 設置を推進

・ 地域防災拠点である 小中学校への太陽光発電の設置を加速
・ 区役所の照明LED化100% 達成目標（ 2030年度） を３ 年前倒し し 導入を 加速
・ 環境に最大限配慮し た低炭素型の市庁舎（ ZEB Ready認証取得） を令和２ 年度に供用開始

40

60

80

100

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

LED化率 75,000灯
(目標達成)

38,000灯
（50％）

３年前倒しで

目標達成を目指す

2030年度
従来目標100％

区役所の照明LEDの導入加速公共施設の太陽光発電の設置加速

横浜市役所



６-５ エコハマ( 横浜市エコ家電応援キャンペーン）の実施

11

・ 家電製品のう ち電力消費量が多いエアコ ン、 冷蔵庫、 LED 照明器具について、 省エネ性能
の高い製品への買い換えを促進

・ 家計負担の軽減と CO2排出量の削減、 脱炭素ラ イ フ ス タ イ ルへの更なる 行動変容のき っかけ
づく り につなげていく ため、 令和５ 年度から 実施

【 キャ ンペーン概要】
キャ ンペーン期間内に登録店舗で対象製品を購入し 、 市内の自宅に設置し た
後に申請し た市民の皆様に、 本体購入価格（ 税抜） の20％（ 上限３ 万円） 分
をポイ ント 還元

【 令和５ 年度実績】
CO2削減量： 約4,000ト ン（ 推計）
利用者アンケート の回答： 省エネ性能の高い製品の購入のき っ かけになった（ ７ 割） 、

キャ ンペーンをき っかけに、 脱炭素行動に取り 組みたい（ ほぼ全員）
【 令和６ 年度】

キャ ンペーン期間： 2024年6月6日(木)～12月26日(木)※予算上限に達し 次第、 早期終了（ 予算額： 14億円）

CO2削減見込量： 約4,100ト ン（ 推計）



６-６ EV等の次世代自動車の普及拡大
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・ 公民連携によ り 、 2030年度ま でに現在の２ 倍の400口設置し 、 急速充電器の設置を拡大
・ 公道へのEV充電器設置について、 事業継続（ ３ か所） と と も に新たに設置拡大予定
・ 事業用EV普及促進に向け、 企業と 連携協定の締結やコ ンビ ニエンス ス ト ア向け急速充電設

備等設置補助事業を実施
・ 充電イ ンフ ラ 拡充によ り EV購入意欲を促進

公道へのEV充電器設置 コンビニへの充電器設置 企業と連携協定

【 主な協定内容】
（ １ ） 事業用EV向け市内充電イ ンフ ラ 拡大に関する こ と
（ ２ ） 事業用EVの普及に資する 活動に関する こ と
（ ３ ） その他、 事業用EV普及促進に必要なこ と
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６-７ 「脱炭素取組宣言制度」の創設（中小企業の行動変容）

・ GREEN×EXPO 2027 ま でに、 ほぼ全ての中小企業が脱炭素化に着手する こ と を目指す
・ 市内企業の99.6％を占める 中小企業の脱炭素化に向けて、 脱炭素化に取り 組む旨を

横浜市のWEBサイ ト 上から 宣言し ていただく 「 脱炭素取組宣言制度」 を創設（ 2024.6.26）
・ 宣言をき っかけに、 中小企業の行動変容を促すと と も に、 脱炭素化の機運を市内企業全体

に広げる

省エネ診断脱炭素取組宣言
Step

脱炭素化に取り組む
ことを宣言

Step

補助金
（受診費用実質ゼロ）

プッシュ型相談
Step

専門家が訪問し、
省エネや設備投資
の提案

補助金
Step

創エネ・省エネ
設備費用の補助

40%

脱炭素化の取組状況 目指すべきゴール

目標

横浜市の施策

60%
ほぼ

全ての
中小企業

2024年度の宣言目標：4,000者

規制緩和
Step

まちづくり施策との連動
（脱炭素の取組を行う

建築物等に対する規制緩和）

49%

2025
（目標）

2024
（実績）

2023
（実績）

2026
（目標）

宣言制度創設

2027
（目標）
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７ 脱炭素施策を進める 上での課題と 方向性

① 2 0 5 0 年ネット ゼロ に向けた事業者の取組支援

＜課題＞
• 横浜市地球温暖化対策計画書制度など を活用し た事業者

の脱炭素の取組の推進、 企業・ 団体等と の連携によ る 次
世代エネルギー等の脱炭素化への検討・ 推進など を進め
る 中、 火力発電、 都市ガス 製造、 石油製品製造と いった
エネルギー転換部門や関連産業の今後の動向は、 日本の
GXにも 大き な影響を与える ため、 事業者の産業構造の
転換・ 業態転換は、 非常に重要

＜方向性＞
• 事業者が産業構造の転換・ 業態転換に向けて適切な行動

をと る ための支援の拡充

ごみ焼却工場の排ガスからのCO2回収と

メタネーションの利用実証

横浜脱炭素イノベーション協議会
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７ 脱炭素施策を進める 上での課題と 方向性

② 家庭部門における 排出削減対策の推進

＜課題＞
• 本市域の2030年度の部門別CO2排出削減率(目安

値)に対し て、 家庭部門における 2022年度実績の
進捗率が他の部門と 比較し て低く 、 取組の加速化
が必要

• 電化率の高い家庭部門等では、 電力のCO2排出係
数の改善に頼る 部分が大き いが、 排出係数の改善
が難し い場合は省エネの一層の推進が必要

＜方向性＞
• 都市部に多い集合住宅など へ、 高効率給湯器を大

規模に導入する 際の助成など 省エネの効果的な対
策の実施

家庭部門※の用途別CO2排出量(2022年度)
※関東甲信地方の県庁所在市（東京都は区部）及び政令指定都市

出典：家庭部門のCO2排出実態統計調査（環境省）
e-Stat提供データより横浜市作成

14 %
4 %

2 6 %

5 %

5 0 %

暖房
冷房

給湯

照明・

家電製品等

台所用コンロ

2.4トン-CO2/世帯
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７ 脱炭素施策を進める 上での課題と 方向性

③ 都市の規模や削減ポテンシャル等に応じた支援

＜課題＞
• PPAを活用し た建築物への太陽光発電設備の設置において、

設置可能な場所はある も のの、 コ ス ト 面で設置でき ない事
例がある

• 都市部では、 既存のオフ ィ ス や商業施設、 公共施設等にお
いて、 照明のLED化をはじ めと する 省エネを進める 余地も
多く ある と 考えら れ、 排出削減ポテンシャ ルや再エネ導入
ポテンシャ ルに応じ た支援が重要

＜方向性＞
• 一律ではなく 、 排出削減ポテンシャ ルや再エネ導入ポテン

シャ ルに応じ た支援

小中学校への太陽光発電設備設置

区役所の照明LED化


